
 

 

 
お客さまのサステナビリティ経営をサポートします！ 

「京都中信サステナビリティ・リンク・ローン」の取扱開始および 

第１号案件の組成について 

  ２０２５年９月１１日  

 

京都中央信用金庫（理事長 植村 幸弘）は「京都中信サステナビリティ・リンク・ローン」

（以下、京都中信 SLL）の取扱を開始し、日本ウエスト株式会社（代表取締役 長田 和志、本社 

京都市伏見区）に第 1 号案件を実行しましたのでお知らせいたします。 
 

京都中信 SLL は、CO2 排出量の削減を KPI※1 として、融資申込時に CO2 排出量の削減に係る目標

（SPTs※2）をお客さまに設定いただき、目標達成状況に応じて 1年ごとに融資利率が変動する融資商品

です。 

当金庫が策定したサステナビリティ・リンク・ローンフレームワークは、信金中央金庫よりフレーム

ワーク策定に関するサポートを受けて、第三者評価機関である株式会社格付投資情報センター（R&I）

よりサステナビリティ・リンク・ローン原則等に適合していることの第三者意見書を取得しました。 
 

日本ウエスト株式会社は廃棄物の再資源化を通じて循環型社会の実現に貢献し、環境への負荷

の低減に努めています。本融資においても CO2 排出量削減に係る目標を設定し、持続可能な社会

の実現に貢献していきます。 
 

当金庫は今後も地域金融機関として、地域経済の活性化と金融円滑化に向けた取組みを加速さ

せ、持続可能な地域社会の実現に貢献してまいります。 

※1 KPI（キー・パフォーマンス・インディケーター）…企業や組織の目標を達成するために行う日々の活動の

具体的な行動指標。 

※2 SPTs（サステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット）…持続可能な社会実現のために企業が設定した

目標。 

 

１． 商品概要 

融 資 形 式 証書貸付 

資 金 使 途 運転資金・設備資金 

ご 融 資 金 額  当金庫所定の審査により決定いたします。 

ご 融 資 条 件  
当金庫所定の審査により決定いたします。 

（融資期間・金利・返済方法・保証人・担保等） 

Ｋ Ｐ Ｉ CO2 排出量削減 

モニタリング  

（外部機関）  
原則、e-dash 株式会社を活用 

第 三 者 意 見  株式会社格付投資情報センター(R&I) 

 



 

 

【スキーム図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 日本ウエスト株式会社 京都中信サステナビリティ・リンク・ローンの概要 

（１）企業概要（敬称略） 

借 入 人 日本ウエスト株式会社  

代 表 者 代表取締役 長田 和志  

所 在 地 京都府京都市伏見区横大路千両松町 9番地 1 

事 業 内 容 

・産業廃棄物収集運搬業 

・産業廃棄物処理業 

・RPF 燃料製造事業 等 

 

（２）SPTs の設定 

設 定 指 標 日本ウエストグループの Scope１及び Scope2 における CO2 排出量 

Ｓ Ｐ Ｔ s 

（単位：t-CO2） 

2026年 9月期 2027年 9月期 2028年 9月期 2029年 9月期 2030年 9月期 

7,977 7,611 7,245 6,879 6,514 

設 定 理 由 

・上記排出量は 2024 年 9月期の排出量 8,708 t-CO2 を基準として、2026 年

9 月期から 2030 年 9 月期にかけて毎期 4.2％ずつ削減する目標です。 

・毎期 4.2％の削減目標は国際的な公式目標である SBT（Science Based 

Targets）で推奨されている目標値と同水準です。 

・同社は「再エネ 100 宣言 REAction」に参画し、2028 年度再エネ 100％の 

目標を掲げ、太陽光発電導入等に取り組んでいます。 

・再生可能エネルギーの導入とともに、物流部門における輸送車両からの 

排出量削減にも取り組み、グループ全体での排出量削減を目指します。 

                                  

 

 

 

 



 

 

 

 

 

（盾贈呈写真掲載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本ウエスト株式会社 代表取締役 長田 和志 様（右） 

京都中央信用金庫   理事長   植村 幸弘  （左） 

 

 

 

以上 
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京都中央信用金庫 
京都中信サステナビリティ・リンク・ローン・ 

フレームワーク 

2025 年 9 月 5 日 

 

サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト:安生 琢 

 

格付投資情報センター（R&I）は、京都中央信用金庫が策定した「京都中信サステナビリティ・リンク・ローン・フレ
ームワーク」（2025 年 6 月策定）が、以下の原則・ガイドラインに適合していることを確認した。本フレームワークは
京都中央信用金庫が自らの資金調達のためではなく取引先向けに取り扱う金融商品として策定している。 

 
 
 
 
 
 

■オピニオンの構成 

１．京都中央信用金庫の概要 

２．「京都中信サステナビリティ・リンク・ローン・フレームワーク」推進に係る京都中央信用金庫のサステナビリテ
ィ方針 

３．サステナビリティ・リンク・ローン原則及びサステナビリティ・リンク・ローンガイドラインに対する適合性 
 
(1) KPI の選定 

(2) SPTs の設定 

(3) ローンの特性 

(4) レポーティング 

(5) 検証 
  

サステナビリティ・リンク・ローン原則（2025、LMA 等） 

サステナビリティ・リンク・ローンガイドライン（2024、環境省） 
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1. オピニオンの位置づけ 

京都中央信用金庫は、1940 年設立、京都市下京区に本店を置き、京都を中心に滋賀・大阪・奈良を主要な
営業地盤としている。2025 年 3 月末時点の預金量約 5.4 兆円超、貸出量約 3.4 兆円超と信用金庫として最大
規模を有する。社是に「地域社会の発展への寄与・顧客の繁栄に奉仕・人材の開発育成」を掲げ、地域社会の発
展に向けた積極的な金融支援を通じて、地域産業の育成・発展をサポートする役割を担う。当金庫が地域の金
融インフラとして果たす役割は重要で、その事業活動が地域社会に与える影響も大きい。 

 
京都中央信用金庫は、2022 年 2 月に「サステナビリティ方針」を策定し、“社会の持続可能性への対応”と“当

金庫の持続可能性の維持・改革”という二つの側面を同期化させ、社会課題等に対して金庫全体で取り組み、地
域社会の持続可能性の向上に貢献することとしている。 

 
 

2. 「京都中信サステナビリティ・リンク・ローン・フレームワーク」推進に係る京都中央

信用金庫のサステナビリティ方針 

 京都中央信用金庫は、世界の気候変動対策の進展に寄与した「京都議定書」採択の地であり、風光明媚な世
界有数の観光都市である”京都“を地盤とする信用金庫として、地球環境破壊により社会・企業活動等に大きな
影響を及ぼす気候変動を重要な経営課題の一つと認識し、“On Your Side ～地球がうれしい～”をスローガンに、
これまで環境保全活動に積極的に取り組んできた。2022 年 2 月には、それまで順次策定してきた「環境方針」・
「SDGs 方針」・「環境・社会に配慮した投融資方針」を包含した「サステナビリティ方針」を制定するとともに「サステ
ナビリティ委員会」を設置してサステナビリティ体制を整備した。2022 年 4 月には信用金庫で初めて「TCFD 提言」
への賛同を表明し、気候変動への対応を重要な経営課題の一つとして位置付け、今後さらに脱炭素社会への移
行・持続可能な地域社会の実現に貢献していくため、気候変動対応を含む社会・環境課題解決への取組みを推
進していくことを目指している。 
 

取引先企業の脱炭素化に向けた具体的な施策として、金融面では、京都府との連携による「『京都ゼロカーボ
ン・フレームワーク』を活用した『サステナビリティ・リンク・ローン』」、脱炭素に向けた設備資金を支援する「京都中
信カーボンニュートラルサポートローン」などを取り扱っている。また 2022 年 6 月より GHG 排出量算定・可視化ク
ラウドサービス業者である e-dash 株式会社と提携するなど、金融非金融両面で取引先企業の取組支援を行って
いる。 

 
本フレームワークの策定はこうした取り組みの延長線上に位置付けられるもので、ファイナンスによるサポートを

背景に取引先企業に対し ESG 分野での取組機会を提供し地域の持続可能性を高めていくことを目的としている。
本フレームワークに紐づく融資サービスを中堅・中小企業まで広げ、企業規模に関係なくサステナビリティ活動の
すそ野を拡大するという点からみても、京都中央信用金庫の社是やサステナビリティ方針等の趣旨に合致した内
容である。また国際的な原則やガイドラインが期待する持続可能な社会に資するファイナンスの形成にも沿った取
り組みである。 
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3. サステナビリティ・リンク・ローン原則及びサステナビリティ・リンク・ローンガイドライン

に対する適合性 
 
本フレームワークは、サステナビリティ・リンク・ローン(以下、SLL)を構成する 5 つの要素（KPI の選定、SPTs の設

定、ローンの特性、レポーティング、検証）について、サステナビリティ・リンク・ローン原則（以下、SLL 原則）、サス
テナビリティ・リンク・ローンガイドライン（以下、SLL ガイドライン）が求める事項を満たし、SLL を通じて借入人のサス
テナビリティ向上を促すよう設計されている。 

 

(1) KPI の選定 

① 選定される KPI 

対象とする KPI は「CO₂排出量の削減率」とし、借入人だけでなく貸付人である京都中央信用金庫で
も客観的に確認できるよう、定量的に測定可能であることを条件としている。“The Illustrative KPIs 
Registry”（以下「レジストリ」）1で「温室効果ガスの排出量（Scope1、2）」が Core KPI になり得ると示され
ている業種（航空会社、建設資材・セメント、海運、公共交通、鉄道輸送等）の借入人は、Scope1+2 の
排出量を KPI とすることを検討する。その他の業種の借入人は Scope3 の排出量も別途 KPI とすること
を検討する。検討に際して、京都中央信用金庫は借入人の業種や規模を確認し、中小企業版 SBT の
対象基準を参考として、Scope1+2 のみを KPI とすることを認める場合がある。その場合は、Scope3 の
算定・削減の意思を借入人に対して確認する。 

② KPI の重要性 

CO₂排出量はレジストリにおいて全てのセクターの企業において KPI になり得るとされている。脱炭素化
は全ての企業が取り組むべきものであり、業種を問わず企業、社会のサステナビリティに関係する。KPI
は京都中央信用金庫の社是やサステナビリティ方針等の趣旨とも合致しており、本フレームワークで選
定される KPI の重要性に問題はない。 

③ KPI の重要性を判断する社内プロセス 

KPI の重要性の判断は、営業推進部署やクレジット判断を行う審査部署とは異なる立場の総合企画
部が実施する。Scope3 の代替指標を検討する場合などは、適宜 R&I に個別の確認を依頼する。 

以上より、SLL 原則や SLL ガイドラインに求められる、借り手のビジネス全体に関連性があり、中核的でマテリ
アルであり、借り手の現在、将来の事業において戦略的に大きな意義がある KPI を借入人が選定する体制が
整っている。 

 

(2) SPTs の設定 

① SPTs の概要 

SPTs（Sustainability Performance Targets）は選定した KPI に対応して野心的かつ有意義で定量的
に測定可能な目標を融資期間にわたり、「数値化された年次目標」として設定する。 

② SPTs の野心性 

SPTs の野心性は以下の 3 つの観点の組み合わせによって判断される。 

A) 国・地域・国際的な公式目標との比較 

                              
1  ICMA（国際資本市場協会）が作成。セクターごとやテーマごとに、ICMA のサステナビリティ・リンク・ボンド・ワーキング

グループが推奨する KPI の具体例やベンチマークを示したリスト。 
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公表されている国・地域・国際的な目標と SPTs の目標水準を比較して確認する。 

KPI は「CO₂排出量の削減率」であるため、Scope1+2 については、借入人の温室効果ガス排出量の過
半が日本国内である場合は、日本の地球温暖化対策計画と比較する。借入人の温室効果ガス排出量
の過半が日本国外である場合は、SBT（Science Based Targets）の 1.5 度目標と比較する。Scope3 に
ついては、SBT の 1.5 度目標と比較する。 

B) 同業他社のパフォーマンスとの比較 

借入人が属する業種において、入手可能かつ比較可能な場合は、同業他社における SPTs の相対的
位置づけ、もしくは現在の業界やセクターの基準と比較した相対的位置づけを確認する。 

C) 借入人自身のトラックレコード（原則過去３年分） 

過去のパフォーマンスから、SPTs が Business as Usual（成り行きの場合）シナリオを超える目標設定とい
えるか確認する。 

③ SPTs の妥当性を判断する社内プロセス 

営業部店は SPTs 達成のタイムラインや達成手段とその不確実性を借入人から確認する。SPTs の妥
当性の判断は、営業推進部署やクレジット判断を行う審査部署とは異なる立場の総合企画部が実施す
る。同業他社比較が難しい場合などは、適宜 R&I に個別の確認を依頼する。 

以上より、SLL 原則や SLL ガイドラインに求められる、ローンの期間中を通じて関連性があり、野心的な SPTs
を借入人が設定する体制が整っている。 

 

(3) ローンの特性 

借入人の SPTs 達成への動機付けとして、達成時には契約内容に基づき金利を引き下げるインセンティブ設
計となっている。達成時に引き下げた金利は累積せず、SPTs に達しなかった場合は元の金利に戻す。インセン
ティブに関する内容（SPTs 達成の判定時期、達成時の金利引き下げ幅及び金利適用時期等）は借入人と締
結する金銭消費貸借契約書に属する債権書類（特約書）に明記される。 

SPTs 達成時のインセンティブが借り手のサステナビリティ・パフォーマンスの向上を促すことを考慮し設定さ
れ、SLL 原則や SLL ガイドラインが求める要件を満たしている。 

 

(4) レポーティング 

借入人は融資期間にわたって、年１回、融資実行にあたって締結した契約内容に基づき、SPTs の達成状
況等を京都中央信用金庫の営業店及び地域創生部に報告する。報告にあたっては検証業務に必要なエビデ
ンス等疎明資料も併せて提出する。レポーティング内容と疎明資料は総合企画部にも共有される。レポーティ
ング内容は借入人、または京都中央信用金庫のウェブサイト等で公表する。 

 

(5) 検証 

KPI の実績値に関して、借入人は京都中央信用金庫が指定する独立した外部検証機関に CO₂排出量の測
定を依頼し、その結果をレポーティング資料の一部として京都中央信用金庫に提出する。総合企画部は外部
検証機関が測定した借入人の CO₂排出量の数値に関するレポート内容と計測基準や集計範囲等を確認する。
総合企画部は検証結果に基づく金利変更の有無を判断し、対応する。 

 
以 上 
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